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（百万円未満切捨て） 

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 
(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第１四半期 10,287 △1.2 △261 － △109 － △103 －
22年３月期第１四半期 10,408 △8.1 △144 － △49 － △79 －
 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭

23年３月期第１四半期 △1.86 －
22年３月期第１四半期 △1.43 －
 
(2) 連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産
 百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第１四半期 42,756 18,355 41.5 318.16
22年３月期 44,480 18,811 40.8 325.91
（参考）自己資本  23年３月期第１四半期 17,733百万円 22年３月期 18,165百万円 

 
２．配当の状況 

年間配当金 
 第１ 

四半期末 
第２ 

四半期末 
第３ 

四半期末 
期  末 合  計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期 － 3.00 － 3.00 6.00 
23年３月期 －  
23年３月期(予想)  3.00 ― 3.00 6.00 

（注）当四半期における配当予想の修正有無 ：無 

 
３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期 
(累計) 

23,000 5.2 200 108.6 280 35.0 50 23.6 0.90

通     期 50,000 5.9 1,300 24.3 1,400 20.0 600 142.8 10.77
（注）当四半期における業績予想の修正有無 ：無 
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４．その他 （詳細は、【添付資料】P.５「その他」をご覧ください。） 
 
(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

 新規 ― 社  （社名） 、除外 ― 社  （社名） 
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  
(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  
(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有 
② ①以外の変更 ：無 
（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会

計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  
(4) 発行済株式数（普通株式）  

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年３月期１Ｑ 61,588,589株 22年３月期 61,588,589株
② 期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 5,850,881株 22年３月期 5,850,095株
③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年３月期１Ｑ 55,738,086株 22年３月期１Ｑ 55,746,698株

 
 
（※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示） 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決

算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きを実施しています。 
 
（※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性
があります。なお、業績予想の前提となる仮定及び業績予想に関する注記事項等につきましては、５ペ
ージ「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報(3)  連結業績予想等に関する定性的情報」をご参
照ください。 
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

（単位：百万円） 

 平成22年３月期 

第１四半期 

平成23年３月期 

第１四半期 
増減額 

売上高 10,408 10,287 △120

営業損失（△） △144 △261 △117

経常損失（△） △49 △109 △60

四半期純損失（△） △79 △103 △24

 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の回復を背景とした輸出の増加などから

緩やかな回復を続けましたが、雇用や所得環境は改善するには至らず、個人消費は低迷しており、株安、

円高の懸念材料もあり、先行き不透明な状況で推移しております。 

このような状況のもと、当社グループはネットビジネスの拡充を図るとともに、「ケアリング営業

部」を設置し高齢者向け福祉用具の販売強化に取り組みました。また昨年12月に子会社化した人材派遣

業のウーマンスタッフ株式会社との連繋により、図書館サポート事業部門の強化にも取り組みました。

今年４月には封筒類製造業の定谷紙業株式会社を子会社化（当社持株比率55％）し、ビジネスフォーム

事業の拡張を図りました。さらに、新たに設立したフランクリン・プランナー・ジャパン株式会社（当

社持株比率100％）がフランクリン・コヴィー・ジャパン株式会社よりシステム手帳の事業を譲り受け、

今年６月より営業をスタートいたしました。 

しかしながら、市場環境の変化による受注部門の低迷及び連結子会社の株式会社三洋商会の清算もあ

り、当社グループの当第１四半期連結会計期間の売上高は、前年同四半期比1.2％減の102億87百万円と

なりました。 

一方、利益面では、市場競争の激化やデフレの影響により、受注単価の下落や需要減に伴う操業度の

低下もあって原価率は上昇しました。また販売費及び一般管理費も若干増加しました結果、営業損失は

２億61百万円（前年同四半期は営業損失１億44百万円）、経常損失は１億９百万円（前年同四半期は経

常損失49百万円）と採算が悪化いたしました。 

また、特別利益として貸倒引当金戻入額11百万円の他、合計で28百万円を計上し、特別損失として資

産除去債務会計基準の適用に伴う影響額56百万円の他、合計で80百万円を計上いたしました。この結果、

法人税等税負担調整後の当四半期純損失は１億３百万円（前年同四半期は四半期純損失79百万円）とな

りました。 

なお、セグメントの状況は以下のとおりです。当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等

の開示に関する会計基準」を適用しております。 

①印刷製本関連事業 

図書製本につきましては、資料保存やデジタル化などのサービスの拡充に努めましたが、製本需要の

低迷により依然厳しい状況が続いております。またビジネスフォームや法人向け手帳につきましては、

新規顧客の開拓と各種情報処理サービスの拡充に努めておりますが、需要の落込みや競争激化等による

受注単価の下落もあって、売上高は減少しました。 

この結果、当事業の売上高は48億98百万円、受注高は55億22百万円、営業損失は１億49百万円となり

ました。 
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②ステーショナリー関連事業 

専門店、ＧＭＳ、カメラチェーン店などへの販売強化を図るとともに、新規顧客の開拓に注力いたし

ました。アルバム及び写真関連製品は堅調に推移し、ロザンと共同開発した実用ノート「スイング・ロ

ジカルノート」も好調に推移いたしました。一方、ファニチャーや収納整理用品は商品構成の見直しに

より低迷しました。フォトブックについてはブライダル、卒業・卒園向け写真館関連事業の確立に取り

組んでおります。 

この結果、当事業の売上高は29億61百万円となりました。また利益面におきましては、付加価値の高

い製品の販売による原価率の改善や経費削減に努めました結果、営業利益は10百万円となりました。 

③環境事務機器関連事業 

循環型リサイクルシステムの提案等、新規顧客の開拓に注力いたしましたが、企業の設備投資は本格

回復には至っておらず、既存顧客の経費削減等によりシュレッダ等は低調に推移いたしました。 

この結果、当事業の売上高は５億７百万円となりました。また利益面におきましては、売上高の低迷

により営業損失は42百万円となりました。 

④ＰＣ周辺機器関連事業 

家電量販店向けのＬＡＮケーブルは順調に推移いたしました。また液晶テレビの保護パネルなど学校

ＩＣＴ関連商品の販売に注力いたしました。 

この結果、当事業の売上高は９億23百万円となりました。また利益面におきましては、原価率の改善

や経費の削減に努めました結果、営業利益は17百万円となりました。 

⑤ベビー＆シルバー関連事業 

チャイルドシートは、自動車の販売台数の回復に伴い、売上は増加基調にあります。シルバーカーな

どの高齢者向け福祉用具につきましては、「ケアリング営業部」を新設するなど、販売強化に取り組ん

でおります。 

この結果、当事業の売上高は４億55百万円となりました。また利益面におきましては、チャイルドシ

ート等の売上高増加により営業利益は21百万円となりました。 

⑥その他事業 

連結子会社の日達物流株式会社が営む貨物運送事業やウーマンスタッフ株式会社が営む人材派遣業な

どであり、売上高は５億41百万円、営業利益は10百万円となりました。 

 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

（総資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて16億71百万円減少し、193億59百万円となりました。これは商

品及び製品が３億55百万円、仕掛品が２億71百万円それぞれ増加しましたが、受取手形及び売掛金が18

億63百万円、現金及び預金が７億39百万円それぞれ減少したことなどによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて52百万円減少し、233億96百万円となりました。これはのれん

が１億65百万円、繰延税金資産（固定資産の「その他」）が１億14百万円それぞれ増加しましたが、投

資有価証券（固定資産の「その他」）が１億70百万円、機械装置及び運搬具（固定資産の「その他」）

が１億26百万円それぞれ減少したことなどによります。 

この結果、当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べて17億24百万円減少し、

427億56百万円となりました。 
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流動負債は、前連結会計年度末に比べて７億32百万円増加し、158億12百万円となりました。これは未

払法人税等が３億61百万円、支払手形及び買掛金が２億80百万円それぞれ減少しましたが、短期借入金

が16億２百万円増加したことなどによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて20億円減少し、85億88百万円となりました。これは、長期借

入金が20億74百万円減少したことなどによります。 

この結果、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて12億68百万円減少

し、244億円となりました。 

 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて４億55百万円減少し、183億55百万円となりました。これは

利益剰余金が２億71百万円、その他有価証券評価差額金が１億50百万円それぞれ減少したことなどによ

ります。 

 

（自己資本比率） 

当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は41.5％となり、前連結会計年度末に比べて0.7ポイント

上昇いたしました。 

 

（１株当たり純資産額） 

当第１四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は318円16銭（前連結会計年度比7円75銭の

減少）となりました。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べて７億17百万円の減少

となり、40億11百万円となりました。 

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、４億83百万円の収入（前

年同四半期比２億22百万円収入減）となりました。主な内訳は、減価償却費３億33百万円、売上債権の

減少額19億56百万円、たな卸資産の増加額５億83百万円、仕入債務の減少額２億85百万円等でありま

す。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、４億59百万円の支出（前

年同四半期比１億73百万円支出増）となりました。主な内訳は、営業譲受による支出３億20百万円、有

形固定資産の取得による支出１億16百万円等であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、７億41百万円の支出（前

年同四半期比４億69百万円支出増）となりました。主な内訳は、長期借入れによる収入３億円、短期借

入金の純増加額１億32百万円、長期借入金の返済による支出９億95百万円、配当金の支払額１億67百万

円等であります。 
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(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

第１四半期の業績につきましては、概ね計画どおり推移しており、平成22年５月９日発表時の業績予

想の修正は行っておりません。 

 

２．その他の情報 

(1) 重要な子会社の異動の概要（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

①連結の範囲の変更 

連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動はありません。 

なお、平成22年４月に増資を引き受けたことにより定谷紙業株式会社を、新規設立したことに

よりフランクリン・プランナー・ジャパン株式会社を連結の範囲に含めております。 

また、平成22年５月に株式会社三洋商会を清算結了したことにより、連結の範囲から除外して

おります。 

 

②変更後の連結子会社の数 

13社 

 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

出する方法によっております。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号  平成20年３月31日）を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ６百万円、税金等調整前四半期純利益は62百万

円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は56百万円で

あります。 

 

②「企業結合に関する会計基準」等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成

20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26

日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号  平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号  平成20年12月26日）、「持分法

に関する会計基準」（企業会計基準第16号  平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26

日）を適用しております。 
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,061 4,801

受取手形及び売掛金 7,851 9,714

商品及び製品 4,300 3,945

仕掛品 980 709

原材料及び貯蔵品 1,234 1,119

その他 968 755

貸倒引当金 △37 △14

流動資産合計 19,359 21,031

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,687 5,729

土地 10,782 10,747

その他（純額） 3,299 3,440

有形固定資産合計 19,769 19,917

無形固定資産   

のれん 302 136

その他 244 259

無形固定資産合計 546 396

投資その他の資産   

その他 3,147 3,204

貸倒引当金 △67 △69

投資その他の資産合計 3,080 3,134

固定資産合計 23,396 23,448

資産合計 42,756 44,480
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,198 6,478

短期借入金 6,552 4,949

未払法人税等 58 419

賞与引当金 372 554

その他 2,631 2,677

流動負債合計 15,812 15,080

固定負債   

長期借入金 4,755 6,830

退職給付引当金 3,286 3,220

役員退職慰労引当金 22 36

その他 523 502

固定負債合計 8,588 10,588

負債合計 24,400 25,669

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,666 6,666

資本剰余金 8,740 8,740

利益剰余金 3,356 3,627

自己株式 △1,331 △1,331

株主資本合計 17,431 17,702

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 258 408

繰延ヘッジ損益 △8 3

為替換算調整勘定 52 51

評価・換算差額等合計 302 463

少数株主持分 621 645

純資産合計 18,355 18,811

負債純資産合計 42,756 44,480
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 10,408 10,287

売上原価 7,606 7,601

売上総利益 2,802 2,686

販売費及び一般管理費 2,946 2,948

営業損失（△） △144 △261

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 25 25

有価証券売却益 1 1

受取保険金 74 77

受取賃貸料 34 36

雑収入 － 81

その他 26 3

営業外収益合計 163 224

営業外費用   

支払利息 49 42

その他 18 31

営業外費用合計 68 73

経常損失（△） △49 △109

特別利益   

固定資産売却益 － 10

貸倒引当金戻入額 32 11

負ののれん発生益 － 5

その他 － 1

特別利益合計 32 28

特別損失   

固定資産処分損 2 2

投資有価証券評価損 － 21

役員退職慰労金 2 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 56

その他 0 0

特別損失合計 6 80

税金等調整前四半期純損失（△） △23 △161

法人税、住民税及び事業税 34 61

法人税等調整額 14 △71

法人税等合計 49 △10

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △150

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7 △46

四半期純損失（△） △79 △103
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △23 △161

減価償却費 362 333

のれん償却額 9 17

貸倒引当金の増減額（△は減少） △31 19

受取利息及び受取配当金 △25 △25

支払利息 49 42

売上債権の増減額（△は増加） 1,843 1,956

たな卸資産の増減額（△は増加） △549 △583

仕入債務の増減額（△は減少） △687 △285

投資有価証券売却損益（△は益） 0 0

負ののれん発生益 － △5

賞与引当金の増減額（△は減少） △109 △192

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31 50

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 △13

有価証券売却損益（△は益） △1 △1

投資有価証券評価損益（△は益） － 21

有形固定資産処分損益（△は益） 2 △8

未払消費税等の増減額（△は減少） △10 △85

その他 61 △207

小計 918 871

利息及び配当金の受取額 25 25

利息の支払額 △64 △53

法人税等の支払額 △173 △359

営業活動によるキャッシュ・フロー 706 483

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売買による収支（純額） 1 1

有形固定資産の取得による支出 △275 △116

有形固定資産の売却による収入 0 15

投資有価証券の取得による支出 △3 △66

投資有価証券の売却による収入 1 2

無形固定資産の取得による支出 △9 △5

定期預金の預入による支出 △0 －

営業譲受による支出 － △320

短期貸付金の増減額（△は増加） 0 △3

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ 32

その他 △1 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △286 △459
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 300 300

長期借入金の返済による支出 △840 △995

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △167 △167

短期借入金の純増減額（△は減少） 440 132

その他 △4 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △271 △741

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 155 △717

現金及び現金同等物の期首残高 3,459 4,728

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,614 4,011
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

(5) セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 
 

 
紙製品 
関連事業 

(百万円) 

事務機器 
関連事業 

(百万円) 

その他事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高   

(1)外部顧客に 
対する売上高 

7,558  2,834 15 10,408 －  10,408 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1  33 333 368 （368） － 

計 7,559  2,867 349 10,777 （368） 10,408 

営業利益又は 
営業損失（△） 

229  △27 11 212 （357） △144 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 紙製品関連事業………図書製本・手帳・アルバム等日用紙製品の製造販売 

(2) 事務機器関連事業……ＯＡデスク・レターケース等鋼製事務機・コンピュータ用品・オフィス家具・ 

            チャイルドシート等の製造販売 

(3) その他事業……………貨物自動車運送事業・同取扱事業 

 

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日） 

 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

しております。 

 

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日） 
 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

 

11



【セグメント情報】 
  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第1

7号  平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。 
 
１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社は、製品・サービス別のカンパニー及び連結子会社を設置し、各カンパニー及び連結子会社は、

取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。 

従って、当社は、カンパニー及び連結子会社を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成さ

れており、「印刷製本関連事業」、「ステーショナリー関連事業」、「環境事務機器関連事業」、「Ｐ

Ｃ周辺機器関連事業」及び「ベビー＆シルバー関連事業」の５つを報告セグメントとしております。 

「印刷製本関連事業」は、図書館製本、法人向け手帳及びデジタルフォーム事業等の製造、販売を行

っております。「ステーショナリー関連事業」は、アルバム、ファイル、ノート等日用紙製品、ファニ

チャー及び収納整理用品の製造、販売を行っております。「環境事務機器関連事業」は、シュレッダ等

事務機器の製造、販売を行っております。「ＰＣ周辺機器関連事業」は、コンピュータ用品等の製造、

販売を行っております。「ベビー＆シルバー関連事業」はチャイルドシート及び高齢者向け福祉用具等

の製造、販売を行っております。 
 
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 

 
印刷製本

関連事業 

ステーシ

ョナリー

関連事業 

環境事務

機器関連

事業 

ＰＣ周辺

機器関連

事業 

ベビー＆

シルバー

関連事業

計 

その他

(注)１
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高     

  外部顧客への売上高 4,898 2,961 507 923 455 9,746 541 10,287 － 10,287

  セグメント間の内部

売上高又は振替高 
189 354 96 24 24 689 411 1,100 △1,100 －

計 5,087 3,316 604 947 479 10,435 953 11,388 △1,100 10,287

セグメント利益 

又は損失（△） 
△149 10 △42 17 21 △142 10 △131 △130 △261

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、貨物自動車運送事業・同取扱
事業、人材派遣業等を含んでおります。 

２  セグメント利益の調整額△130百万円には、セグメント間取引消去55百万円、棚卸資産の調整額１百万
円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△187百万円が含まれております。全社費用は、主
に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 
 

 該当事項はありません。 
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４．補足情報 

(1) 生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

 当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

印刷製本関連事業 3,280 －

ステーショナリー関連事業 1,715 －

環境事務機器関連事業 261 －

ＰＣ周辺機器関連事業 14 －

ベビー＆シルバー関連事業 340 －

その他事業 227 －

合計 5,840 －

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

②受注実績 

  当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  なお、受注生産は印刷製本関連事業のうち主なものは図書製本、手帳及びビジネスフォーム等の紙製

品で、ステーショナリー関連事業、環境事務機器関連事業、ＰＣ周辺機器関連事業、ベビー＆シルバー

関連事業及びその他の事業は、見込み生産で、受注生産が僅少である事業、または、提供するサービス

の性格上、受注実績の記載に馴染まない事業のため、記載は省略しております。 

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同四半期比(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比(％)

印刷製本関連事業 5,522 － 3,367 －

(注) １  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

③販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

印刷製本関連事業 4,898 －

ステーショナリー関連事業 2,961 －

環境事務機器関連事業 507 －

ＰＣ周辺機器関連事業 923 －

ベビー＆シルバー関連事業 455 －

その他事業 541 －

合計 10,287 －

(注) １  当第１四半期連結累計期間における相手先別の販売実績は、総販売実績に対する割合が100分の10未満

の相手先のみで、記載を省略しております。 

２  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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